



























































































































部・西津 [1 999])に ，フランスでも1945年から46年の固有化は，航空部
門，フランス銀行および4 大預金銀行， 主要保険会社，電力・ガス・ 石炭，
ルノーの固有化へと続き これらの固有化は中道左派の産業社会化の理念
を具体化したものであった (堀田和宏 [1 974])。東欧諸国 ・ロ シアは社会
主義 ・計画経済の国々であり 僅かにドイツをはじめ限られた国で民間企
業がエネルギ一部門の担い手であった。このために未だに高いレベルでの




























図 1 トップ 3社の市場シェア
ーヨーロッパの電力市場一
1 
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 
(出所) 2007年ジャパン ・コ ンファ レンス「ヨーロッパの電力市場と市場の透明性Jよ
り引用。
ン社主催による207 年ジャパン・コンフ ァレンス「電力市場のこれから一
安定性 ・市場拡大と透明性」で欧州 ジェ ンスケープ杜マネジングディレク
ター・エ ッサース氏のプレゼンス資料から引用した欧州電力市場の市場集
中度を示 したものである。このグラフによると 3 社集中度が90 % を超える
国は 7 カ国， 80 % 超の国は3 カ国，70 % 超の国は4 カ国に及び40 % 以下の





























































流通の要所として機能していた (金 本 [2007])0
垂直統合型供給システ ムの将来 187 
ヨーロッパでは送電線およびガス輸送導管は国と国とを跨いで広域的に
張り巡らされている。送電線は北欧 4 カ国一大陸 -北 欧 4 カ国一ロシア ・
イギリス一大陸 -大陸一東欧一ロ シア ・イタリアーアフリカなどとヨーロ






取引も行われている O ドイツ (EEX，2002)，フランス (Powernext，
2001) ，イタリア (GME，2003)，ス ペ イ ン (OMEL，1998)，イギリス
(UKPX， 2001)などがあり[ ( ) 内数値は開始年] 取引所取引が各国
の電力消費に占める割合は，ス ペイン84.0%，イタリア43.7%，ノルド
プール42.8%， ドイツ17.9%，オランダ11. 9%，フランス3.4%，オース






力は非貿易財である O しかし，ヨーロ ッパにおける産業用，家庭用小売価




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































電気事業の制度改革は， 1995 (平成 7)年の第 1次制度改革， 99 (平成
1)年の第2次制度改革， 2003 (平成 15)年の第3次制度改革を経て07




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































6年度 7年度 8年度 9年度 10 年度 11 年度 12年度 13i!oJt 14年度 15年度 16年度 17 年度
(※)電気 料金は、電力料収入を電力の販売電力量(kWh )の合計で除した平均単価。






























































































































































































European Commission "Inquiry pursuant to Article170f Regulation (EC) No 1 /2003
into the European gas and electricity sectors (Final Report) ", 2007.
oECD編『世界の規制改革』 (上二)日本経済評論社, 2000年｡
同　『世界の税制改革』 (下)日本経済評論社, 2001年｡
以　　上
